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#10-25 

【６月１２日～６月１８日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２２年６月２２日 

在ウクライナ大使館 
 

● １５日、アザーロフ首相のルクセンブルク訪問 

 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼人事 

・１５日、クリューエフ第一副首相は、ポポフ公共サービス相

のキエフ市副市長就任を発表。ポポフ公共サービス相は、

後任をヒブリチ第一次官が務めるだろうと発言。 

・１７日、最高会議は２４４名の議員の賛成をもってポポフ公

共サービス相を罷免し、２４９名の賛成をもってヒブリチ公共

サービス省第一次官を後任に任命。 

・１８日、政府はパヴレンコ元閣僚会議副大臣を復職。 

・１８日、ヤヌコーヴィチ大統領はイリヤショフ氏を対外防諜

庁長官に任命。 

▼政党の動き 

・１５日、エハヌーロフ「我々のウクライナ」キエフ支部代表は、

秋にもＮＵＮＳが共産党を排除した与党連合に参加する可

能性があると発言。 

・１６日、チギプコ副首相は、「強いウクライナ」は国内で２番

目となる約２２％の支持を得ており、地方議会選挙で地域党

に加盟することはない旨発言。 

・１６日、ウリヤンチェンコ「我々のウクライナ」政治評議会代

表は、与党連合へ加盟するつもりはなく、交渉も行っていな

いと発言。 

・１７日、シモネンコ共産党党首は、１０月３１日の地方選挙実

施を支持すると発言。 

・１８日、６名のＮＵＮＳ議員が与党連合に参加。 

▼司法関連 

・１６日、ヴィノクロフ氏は憲法裁判所裁判官就任の宣誓を実

施。 

・１６日、憲法裁判所は「組織犯罪対策の組織的・法的根拠

に関する法律」の一部が憲法に反すると判断。最高会議組

織犯罪汚職対策委員会に内務相、国家安全保安庁及び検

事総局の担当局トップを任免する権限を付与する点が問題

とされた。 

・１７日、最高会議はヴォルコフ最高裁判所判事を宣誓違反

の廉で解任。 

▼世論調査 

［民主イニシアチヴ・ラズムコフ研究所］ 

・ヤヌコーヴィチ大統領の活動 

肯定的に評価：５４．４％、否定的に評価：２３．７％ 

・政党支持率 

地域党：４１．２％、ＢＹＴ：１６％、「強いウクライナ」（チギプコ

代表）：１１．１％、ヤツェニューク勢力：５．３％ 

「スヴァボーダ」運動：３．１％、共産党：２．９％、全員に反

対：２．６％、未定：１２．５％ 

・調査は６月５日から１０日にかけ、１，６１１名の成人を対象

に実施。 

▼その他 

・１４日、最高会議周辺で平和集会の制限に関する「平和集

会の組織・実施秩序に関する法律」採択に反対する集会が

開催。 

・１５日、クリミア共産党は、ジャルティ・クリミア自治共和国議

長が個人的に共産党出身の閣僚の罷免を要求しているとし

て、クリミア最高会議に対しジャルティ議長の罷免を呼びか

け。 

・１７日、国家保安庁は、国家古文書建設管理局局長任命に

かかる不法行為の容疑でクイヴィダ元地方発展建設相（国

民ルーフ党）を召喚。 

・１７日、リトヴィン最高会議議長は、内外政策基本法案の採

択に関し、ウクライナの非同盟の地位を法的に確定すべき

でないと発言。 

２．経済 

▼マクロ経済 

・１５日、国家統計委員会は、２０１０年５月の鉱工業生産高が

対前年同期比１２．７％減となったと発表。 

・１５日、国家統計委員会は、２０１０年５月の失業率が対前月

比０．１ポイント減の１．５％となったと発表。 

・１７日、ウクライナ中央銀行は、ウクライナの２０１０年４月１

日時点の対外債務が同年１月１日時点から０．５％減の１０２

８億米ドルであったと発表。 

・１８日、国家統計委員会は、２０１０年１－４月間でウクライナ

人口が８万４７６人減少し、総人口が４５８８．８万人となったと

発表。 

▼政策 

・１４日、アキーモヴァ大統領府副長官は、来月、経済改革

委員会ワーキンググループが経済改革プログラム実施にか

かるスケジュールを作成する予定であると発言。 

・１５日、アザーロフ首相は、ウクライナの対外貿易赤字は、

ＥＵからのハイテク製品の輸入が原因であるが、我々はこれ

らの輸入をカットするつもりはなく、むしろ促進していくつもり

であると発言。 

・１６日、アザーロフ首相は、５００㎡を超える住宅の所有に

は奢侈税を課すべきであると発言。 

▼ＩＭＦ 
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・１４日、アザーロフ首相は、前政権がＩＭＦに約束したプロ

グラムの条件のいずれも実施できていないことが、ＩＭＦとの

交渉の大きな障害となっていると発言。 

・１６日、チギプコ副首相は、２１日から始まるＩＭＦとの協議

では、財政赤字問題がメインイシューになる予定であり、昨

年の財政赤字はＧＤＰ比９．２％であったが、今年は６％、来

年は３％又は４％に押さえなければならないと発言。 

▼対外関係 

・１７日、クリューエフＣＩＳ経済委員会ウクライナ代表は、ウク

ライナは２０１０年までのＣＩＳ経済発展戦略の実施を計画し

ていると発言。 

▼農業 

・１５日、国家統計委員会は、２０１０年１－５月期の農業生産

高が対前年同期比で４．５％増となったと発表。 

▼ガス問題 

・１３日、ボイコ燃料エネルギー相は、ウクライナが今年末ま

でにメタン及びシェール・ガス採掘の共同企業を Shell 社及

びExxonMobil社と創設する予定と発言。 

・１４日、ＢＹＴはストックホルム仲裁裁判所判決に関する状

況を調査するための議会委員会の創設を提案。 

・１５日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ウクライナがストックホル

ム仲裁裁判所判決を実行しなければならず、また１１０億立

法メートルのガスがどこに消えたのか捜査する必要があると

発言。 

・１５日、ストックホルム仲裁裁判所判決に関し、検事総局は

ジデンコ前ナフトガス副社長を取り調べ。 

・１５日、アザーロフ首相は、ウクライナとＥＵが秋までにウク

ライナのガス輸送システム近代化プログラムを策定する予定

と発言。 

・１６日、ティモシェンコ前首相は、ホロシコフスキー国家保

安庁長官が、ジデンコ前ナフトガス副社長に対し刑事事件

を提起しており、やがて自分に対しても刑事事件が提起さ

れることになると発言。 

・１６日、閣僚会議は、ガス（国内）市場に関する法案を承

認。 

・１７日、メドヴェチコ検事総長は、ティモシェンコ前政権の閣

僚に対し刑事事件は提起されていないと発言。 

▼その他 

・１８日、ホルブシェンコ・キエフ市副市長は、来年、ドニプロ

川左岸の Troyeschyna－Osokorky 間の地下鉄建設を開始

すると発言。 

３．外政 

▼１５日、アザーロフ首相のルクセンブルク訪問 
・アザーロフ首相は、第１４回ウクライナ・ＥＵ協力理事会会

合に出席、以前は欧州側がウクライナに改革を求めていた

が，現在はウクライナが進行中の改革に対する欧州側の理

解と協力を求める番であるとし，ブラッセルとキエフの双方

が今後の協力関係深化を望んでいるとコメント。 

・アッセルボルン・ルクセンブルク外相は、今年中にウクライ

ナとＥＵが連合協定を署名するよう望むとコメント。 

・アザーロフ首相は、対ＥＵ無査証渡航制度交渉がこの３カ

月で極めて活性化していると発言。 

▼１７日、グリシチェンコ外相のリトアニア訪問 
・グリシチェンコ外相は、アジュバリス・リトアニア外相と会談、

あらゆる分野における二国間協力対話を進めることで合意。

両者は、ウクライナ欧州統合問題に関する共同声明、ウクラ

イナ保健省及びリトアニア保健省間の協力声明に署名、領

事手数料に関する政府間協定発効にかかる口上書を交換。 

▼その他 
・１６日、ズラボフ露大使の「ロシア人とウクライナ人は同じ民

族」との発言に対し、トメンコ最高会議副議長及びフマラ・ウ

クライナ人民党幹部が、ペルソナ・ノングラータに値する侮

辱的な発言と反発。 

・１７日、クリューエフ第一副首相は、新政権の欧州統合路線

がＣＩＳの枠組みでの協力活性化の妨げにはならないと発

言。 

４．防衛 

▼黒海艦隊 

・１７日、露黒海艦隊筋は、艦隊の船舶修理工場は潜水艦の

修理を継続しており、ウクライナ唯一の潜水艦「ザポリージ

ャ」の就役を支援する用意があると発言。 

 

Ｂ．その他の動き 

 

６／１４ （月） 

・ウクライナ－ルーマニア合同軍事演習がルーマニアで開

始、２５日までの間実施予定。 

６／１７ （木） 

・外務省は、１１日にソマリアの海賊から解放されたイギリス船

籍「Asian Glory」に搭乗していたウクライナ人１０名がシンフェ

ローポリ空港に到着したと発表。 

（了） 


